
長崎県森林環境譲与税事業費補助金実施要綱 

 

制定 令和元年５月ff23日 31林第126号 

    改定 令和４年４月１日  3林第438号 

改定 令和５年３月６日 4林第398号 

改定 令和６年３月１５日 5林第368号 

 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、森林の有する公益的機能の維持増進の重要性に鑑み、県内市

町が、森林環境税及び森林環境譲与税に関する法律（平成31年３月29日法律

第３号）に基づく財源等を活用して実施する森林整備及びその促進に関する

取組を支援するため、予算の定めるところにより、第２条に規定する事業主

体に対して、長崎県森林環境譲与税事業費補助金（以下「補助金」という。）

を交付するものとし、その交付については、長崎県補助金等交付規則（昭和

40年長崎県規則第16号。以下「規則」という。）及び長崎県農林部関係補助

金等交付要綱（平成19年長崎県告示第460号の12。以下「交付要綱」という。）

に定めるもののほか、この実施要綱の定めるところによる。 

 

（補助対象事業、補助対象経費、補助率及び事業主体） 

第２条 補助金の交付の対象となる事業（以下「事業」という。）、補助対象経

費、補助率及び事業主体は、別表１のとおりとする。 

 

（事業実施計画の申請） 

第３条 事業の実施を希望する事業主体が作成する事業実施計画の取り扱いに

ついては、別に定める。 

 

（交付申請書に添付すべき書類等） 

第４条 規則第４条の規定による交付申請書（様式第１号）に添付すべき書類

は、次のとおりとする。 

 (1) 事業計画書（様式第２号） 

 (2) 収支予算書（様式第３号） 

 (3) 暴力団排除に係る誓約書（様式第４号） 

 (4) その他知事が必要と認める書類 

 但し、（3）の誓約書（様式第４号）については、別途農林部で定める団体に

ついては提出不要とする。 



２ 規則第４条の交付申請書を提出することができる時期は、毎年度別に定め

る期日までとする。 

３ 第１項の交付申請書を提出するに当たって、当該補助金に係る消費税仕入

控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のう

ち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額と

して控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）

に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た

金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、こ

れを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金

に係る消費税仕入控除税額が明らかでない場合については、この限りではな

い。 

 

（変更の承認等） 

第５条 規則第11条第２項第１号の規定による事業計画等の変更の承認を受け

ようとする事業主体は、事業計画変更承認申請書（様式第５号）を提出しな

ければならない。 

２ 規則第11条第２項第１号の軽微な変更は、別表１の重要な変更の欄に掲げ

る変更以外の変更とする。 

３ 規則第11条第２項第２号の規定による事業の中止又は廃止の承認を受けよ

うとする事業主体は、事業中止（廃止）承認申請書（様式第６号）を提出し

なければならない。 

 

（実績報告等） 

第６条 規則第13条第１項の規定による実績報告書（様式第７号）に添付すべ

き書類は、次のとおりとし、その提出期限は、事業の完了した日から30日を

経過した日又は当該年度の３月10日のいずれか早い期日までとする。 

 (1) 事業報告書（様式第８号） 

 (2) 収支精算書（様式第９号） 

 (3) 支出に係る証拠書類の写し 

 (4) その他知事が必要と認める書類 

２ 第４条第３項ただし書の規定により補助金の交付の申請をした事業主体は、

前項の実績報告書を提出する場合において、当該補助金に係る消費税仕入控

除税額が明らかになったときには、その金額を補助金の額から減額して報告

しなければならない。 

３ 第４条第３項ただし書の規定により補助金の交付の申請をした事業主体は、

第１項の実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告に



より当該補助金に係る消費税仕入控除税額が確定した場合には、その金額

（減額して申請又は報告した場合にあっては、その金額のうち減じて申請又

は報告した額を上回る部分の金額）を消費税仕入控除税額報告書（様式第10

号）により速やかに知事に報告しなければならない。この場合において、知

事は、当該金額の返還を請求するものとする。 

 

（補助金の交付） 

第７条 規則第16条第１項の交付請求書（様式第11号）に添付すべき書類は、

請求内訳書（様式第12号）とする。 

２ この補助金は、概算払の方法により交付することができる。この場合にお

いて、規則第16条第２項において準用する同条第１項の交付請求書（概算払）

（様式第13号）に添付すべき書類は、次のとおりとする。 

 (1) 請求内訳書（様式第14号） 

 (2) その他知事が必要と認める書類 

 

（実施状況報告） 

第８条 事業主体は、事業の完了年度の翌年度から起算して４年間、当該年度

の取組（第３条の事業実施計画書に基づくもの。）の実施状況について翌年

度の６月末までに知事に報告しなければならない。 

２ 前項の実施状況の報告様式は、第３条の事業実施計画書を準用する。 

３ 第１項の規定に関わらず、事業主体が当該年度の翌年度に事業の実施を希

望する場合に提出される第３条の事業実施計画書において、当該年度の取組

状況が確認できる場合は、実施状況報告書の提出があったものとみなす。 

４ 知事は、実施状況報告書等の提出があったときは、必要に応じて事業主体

に対し指導を行うものとする。 

 

（委任） 

第９条 規則、交付要綱及びこの実施要綱に定めるもののほか、事業の実施に

つき必要な事項は別に定める。 

 

  

 附 則 

 この実施要綱は、平成31年度の予算に係る補助金から適用する。 

この実施要綱は、令和４年度の予算に係る補助金から適用する。 

この実施要綱は、令和５年度の予算に係る補助金から適用する。 

この実施要綱は、令和６年度の予算に係る補助金から適用する。 



別表１（第２条、第６条関係）

事業
(事業名)

補助対象経費 補助率 事業主体 重要な変更

魅力の林業
つくり隊育
成事業

事業主体が実施する
次に掲げる事業に要
する経費。ただし、
補助対象経費の基準
は、知事が別に定め
る。
(1) 将来ビジョン作
成
(2)独自の研修開催
(3)事業の効率化
(4)課題解決
(5)高性能林業機械
リース
(6)上記事業のバック
アップ

補助対象経費の
２分の１以内

補助金額の上限は１事
業主体当り、直接雇用
する林業専業作業員の
人数（交付申請時）に
よるものとする。

1～10名：200万円
11～30名：250万円
31～60名：300万円
61～100名：350万円
関係団体：250万円

なお、高性能林業機械
リースは1事業体あた
り、別途上限210万円
とする。

知事が別に定める
要件を満たす以下
の事業体

１　林業事業体

２　林業関係団体

１　補助金の額の
　変更

２　総事業費の３
　割を超える増減



様式第１号（第４条関係）

申請者住所

　　　代表者名

関係書類

１　魅力の林業つくり隊育成事業計画書

２　魅力の林業つくり隊育成事業収支予算書

３　暴力団排除に係る誓約書

４　その他

※ 魅力の林業つくり隊育成事業

年　月　日　　

○○年度長崎県森林環境譲与税事業費補助金交付申請書

　○○年度魅力の林業つくり隊育成事業について、長崎県森林環境譲与税事業費補助金
円を交付されるよう、長崎県補助金等交付規則（昭和40年長崎県規則第16号）第４条の規定によ
り、次の関係書類を添えて申請します。

長崎県知事　様

　　　団体名

発行責任者及び担当者

発行責任者 ○○ ○○（連絡先○○○－○○○－○○○○）

発行担当者 △△ △△ （連絡先○○○－○○○－○○○○）



様式第２号－１（第４条関係）

着手予定
年月日

完了予定
年月日

※ 魅力の林業つくり隊育成事業

事業の概要
県補助金
（円）

備考

魅力の林業つくり隊育成事業計画書

事業期間

高性能林業機
械リース

事業費
（円）

課題解決

　　計

小計

経費の種類

将来ビジョン
作成

事業効率化



様式第２号－２（第４条関係）

着手予定
年月日

完了予定
年月日

小計

　　計

課題解決

高性能林業機
械リース

事業効率化

独自の研修

※ 魅力の林業つくり隊育成事業

魅力の林業つくり隊育成事業計画書

経費の種類 事業の概要
事業費
（円）

県補助金
（円）

事業期間
備考



様式第２号－３（第４条関係）

着手予定
年月日

完了予定
年月日

将来ビジョン
作成

※ 魅力の林業つくり隊育成事業

魅力の林業つくり隊育成事業計画書

事業の概要
事業費
（円）

県補助金
（円）

事業期間
備考経費の種類

課題解決

事業効率化

小計

事
業
体
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

独自の研修



様式第３号－１（第４条関係） ※ 魅力の林業つくり隊育成事業

１　収入 （単位：円）

予算額 備考

（注）「備考」には、区分ごとの収入について特記事項があれば記載することとし、

　「その他」については、その内容を必ず記載すること。

２　支出 （単位：円）

区　分 区分の概要 予算額 備考

（注）「備考」は、必要に応じ区分の概要の補足説明等を記載する。

魅力の林業つくり隊育成事業収支予算書

合　計

区　分

合　計

　県補助金

経
費
の
種
類

将来ビジョ
ン作成

事業効率化

課題解決

高性能林業
機械リース

　自己資金

　その他



様式第３号－２（第４条関係） ※ 魅力の林業つくり隊育成事業

１　収入 （単位：円）

予算額 備考

（注）「備考」には、区分ごとの収入について特記事項があれば記載することとし、

　「その他」については、その内容を必ず記載すること。

２　支出 （単位：円）

区　分 区分の概要 予算額 備考

（注）「備考」は、必要に応じ区分の概要の補足説明等を記載する。

合　計

魅力の林業つくり隊育成事業収支予算書

区　分

　県補助金

　自己資金

　その他

合　計

経
費
の
種
類

独自の研修
開催

事業効率化

課題解決

高性能林業
機械リース



様式第３号－３（第４条関係） ※ 魅力の林業つくり隊育成事業

１　収入 （単位：円）

予算額 備考

（注）「備考」には、区分ごとの収入について特記事項があれば記載することとし、

　「その他」については、その内容を必ず記載すること。

２　支出 （単位：円）

区分の概要 予算額 備考

（注）「備考」は、必要に応じ区分の概要の補足説明等を記載する。

合　計

事
業
体
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

将来ビジョ
ン作成

魅力の林業つくり隊育成事業収支予算書

区　分

　県補助金

　自己資金

　その他

合　計

区　分

経
費
の
種
類

独自の研修
開催

事業効率化

課題解決



様式第４号（第４条関係）

申請者住所

　　　代表者名

※　チェック欄（誓約の場合、□にチェックを入れてください。）

□

□

□

ア　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77
　号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）
イ　暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
ウ　暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者その他知事が認めるもの

　補助事業等又は間接補助事業等を行うに当たり、上記アからウに掲げる者（以下
「暴力団等」という。）と契約を締結しません。

　暴力団等から不当な要求行為を受けた場合は、速やかに県に報告するとともに、
警察に通報します。

※　県では、長崎県暴力団排除条例に基づき、行政事務全般から暴力団を排除する
　　ため、申請者に暴力団等でない旨の誓約をお願いしています。

　自己及び本事業実施主体の構成員等は、次のアからウのいずれにも該当するもの
ではありません。また、事業実施主体の運営に対し、次のアからウのいずれの関与
もありません。

　　　団体名

年　月　日　　

長崎県知事　様

暴力団排除に係る誓約書

　私は、○○年度長崎県森林環境譲与税事業費補助金交付申請を行うに当たり、次の事項に
ついて誓約します。
　なお、県が必要な場合には、長崎県警察本部に照会することについて承諾します。

発行責任者及び担当者

発行責任者 ○○ ○○（連絡先○○○－○○○－○○○○）

発行担当者 △△ △△ （連絡先○○○－○○○－○○○○）



様式第５号（第５条関係）

申請者住所

　　　代表者名

１　事業名

３　変更計画の内容

別添の事業計画書及び収支予算書のとおり

（注）変更事項ごとに事業計画書（様式第２号）及び収支予算書（様式第３号）に変更前と
変更後の欄を設けて二段書き（上段に変更前、下段に変更後をいずれも黒書き）とし、変更
前後の内容が容易に比較対照できるよう作成すること。

年　月　日　　

記

２　変更の理由

年度長崎県森林環境譲与税事業費補助金事業計画変更承認申請書

　○○年○○月○○日付け長崎県指令○○林第○○号で交付の決定の通知があった長崎県森
林環境譲与税事業費補助金について、下記のとおり事業計画を変更したいので、長崎県補助
金等交付規則（昭和40年長崎県規則第16号）第11条第２項の規定により、承認されるよう申
請します。

長崎県知事　様

　　　団体名

発行責任者及び担当者

発行責任者 ○○ ○○（連絡先○○○－○○○－○○○○）

発行担当者 △△ △△ （連絡先○○○－○○○－○○○○）



様式第６号（第５条関係）

申請者住所

　　　代表者名

３　その他

年　月　日　　

記

２　中止（廃止）の理由

年度長崎県森林環境譲与税事業費補助金事業中止（廃止）承認申請書

　○○年○○月○○日付け長崎県指令○○林第○○号で交付の決定の通知があった長崎県森
林環境譲与税事業費補助金について、下記のとおり事業を中止（廃止）したいので、長崎県
補助金等交付規則（昭和40年長崎県規則第16号）第11条第２項の規定により、承認されるよ
う申請します。

長崎県知事　様

　　　団体名

１　事業名

発行責任者及び担当者

発行責任者 ○○ ○○（連絡先○○○－○○○－○○○○）

発行担当者 △△ △△ （連絡先○○○－○○○－○○○○）



様式第７号（第６条関係）

　　　住所

　　　代表者名

関係書類

１　魅力の林業つくり隊育成事業報告書

２　魅力の林業つくり隊育成事業収支精算書

３　支出に係る証拠書類の写し

４　その他

※ 魅力の林業つくり隊育成事業

年　月　日　　

年度魅力の林業つくり隊育成事業実績報告書

　○○年○○月○○日付け長崎県指令○○林第○○号で交付の決定の通知があった魅力の林
業つくり隊育成事業について、長崎県補助金等交付規則（昭和40年長崎県規則第16号）第13
条の規定により、その実績を関係書類を添えて報告する。

長崎県知事　様

　　　団体名

発行責任者及び担当者

発行責任者 ○○ ○○（連絡先○○○－○○○－○○○○）

発行担当者 △△ △△ （連絡先○○○－○○○－○○○○）



様式第８号－１（第６条関係）

着手年月日 完了年月日

　　計

事業効率化

将来ビジョン
作成

魅力の林業つくり隊育成事業報告書

経費の種類 事業の概要
事業費
（円）

県補助金
（円）

事業期間
備考

小計

※ 魅力の林業つくり隊育成事業

高性能林業機
械リース

課題解決



様式第８号－２（第６条関係）

着手年月日 完了年月日

　　計

高性能林業機
械リース

小計

課題解決

事業効率化

独自の研修開
催

※ 魅力の林業つくり隊育成事業

魅力の林業つくり隊育成事業報告書

経費の種類 事業の概要
事業費
（円）

県補助金
（円）

事業期間
備考



様式第８号－３（第６条関係）

着手予定
年月日

完了予定
年月日

備考

独自の研修

将来ビジョン
作成

課題解決

事業効率化

※ 魅力の林業つくり隊育成事業

魅力の林業つくり隊育成事業報告書

小計

事
業
体
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

経費の種類 事業の概要
事業費
（円）

県補助金
（円）

事業期間



様式第９号－１（第６条関係）

１　収入 （単位：円）

予算額 精算額 増減額 備考

（注）「備考」には、区分ごとの収入について特記事項があれば記載することとし、

　「その他」については、その内容を必ず記載すること。

２　支出 （単位：円）

区　分 区分の概要 予算額 精算額 増減額 備考

（注）「備考」は、必要に応じ区分の概要の補足説明等を記載する。

　その他

合　計

合　計

経
費
の
種
類

将来ビジョ
ン作成

事業効率化

課題解決

高性能林業
機械リース

※ 魅力の林業つくり隊育成事業

魅力の林業つくり隊育成事業収支精算書

区　分

　県補助金

　自己資金



様式第９号－２（第６条関係）

１　収入 （単位：円）

予算額 精算額 増減額 備考

（注）「備考」には、区分ごとの収入について特記事項があれば記載することとし、

　「その他」については、その内容を必ず記載すること。

２　支出 （単位：円）

区　分 区分の概要 予算額 精算額 増減額 備考

（注）「備考」は、必要に応じ区分の概要の補足説明等を記載する。

合　計

合　計

経
費
の
種
類

独自の研修
開催

事業効率化

課題解決

高性能林業
機械リース

　その他

※ 魅力の林業つくり隊育成事業

魅力の林業つくり隊育成事業収支精算書

区　分

　県補助金

　自己資金



様式第９号－３（第６条関係）

１　収入 （単位：円）

予算額 精算額 増減額 備考

（注）「備考」には、区分ごとの収入について特記事項があれば記載することとし、

　「その他」については、その内容を必ず記載すること。

２　支出

区分の概要 予算額 精算額 増減額 備考

（注）「備考」は、必要に応じ区分の概要の補足説明等を記載する。

※ 魅力の林業つくり隊育成事業

合　計

区　分

経
費
の
種
類

事
業
体
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ

将来ビ
ジョン作

成

（単位：円）

魅力の林業つくり隊育成事業収支精算書

独自の研
修開催

事業効率
化

課題解決

区　分

　県補助金

　自己資金

　その他

合　計



様式第10号（第６条関係）

　　　住所

　　　代表者名

１　事業名

２　補助金の確定額

（　　年　　月　　日付け長崎県指令○○林第○○号による額の確定通知額）

金　　　　　円

３　補助金の確定時に減額した消費税仕入控除税額

金　　　　　円

４　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額

金　　　　　円

５　補助金返還相当額（＝４－３）

金　　　　　円

（注）記載内容の確認のため、消費税確定申告書の写し等の根拠資料を添付すること。

記

年　月　日　　

　○○年○○月○○日付け長崎県指令○○林第○○号で交付の決定の通知があった長崎県森
林環境譲与税事業費補助金について、長崎県森林環境譲与税事業費補助金実施要綱第６条第
３項の規定により、下記のとおり報告します。

長崎県知事　様

　　年度長崎県森林環境譲与税事業費補助金に係る
消費税仕入控除税額報告書

　　　団体名

発行責任者及び担当者

発行責任者 ○○ ○○（連絡先○○○－○○○－○○○○）

発行担当者 △△ △△ （連絡先○○○－○○○－○○○○）



様式第11号（第７条関係）

請求者住所

　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　

　　　団体名

金　　　　　　　円

　　年　　月　　日

　　年度長崎県森林環境譲与税事業費補助金交付請求書

　○○年○○月○○日付け長崎県指令○○林第○○号で額の確定の通知があった　　年度長
崎県森林環境譲与税事業費補助金を上記のとおり交付されるよう、長崎県補助金等交付規則
（昭和40年長崎県規則第16号）第16条の規定により、請求します。

長崎県知事　様

本支店名：

預金種別：

口座番号：

口座名義（カタカナ）：

金融機関名：

発行責任者及び担当者

発行責任者 ○○ ○○（連絡先○○○－○○○－○○○○）

発行担当者 △△ △△ （連絡先○○○－○○○－○○○○）



様式第12号（第７条関係）

(A) (B) (C) (A)-(B)-(C) 事業着手 事業完了

交付確定額 既受領額 今回請求額 残　額

円 円 円 円 年 月 日 年 月 日

魅力の林業つくり隊育成事業 請求内訳書

備　考

※ 魅力の林業つくり隊育成事業



様式第13号（第７条関係）

請求者住所

　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　

※概算払を必要とする理由

　　　団体名

　　年度長崎県森林環境譲与税事業費補助金交付請求書（概算払）

金　　　　　　　円

　長崎県森林環境譲与税事業費補助金を上記のとおり交付されるよう、長崎県補助金等交付
規則（昭和40年長崎県規則第16号）第16条の規定により、請求します。

　　年　　月　　日

長崎県知事　様

金融機関名：

本支店名：

預金種別：

口座番号：

口座名義（カタカナ）：

発行責任者及び担当者

発行責任者 ○○ ○○（連絡先○○○－○○○－○○○○）

発行担当者 △△ △△ （連絡先○○○－○○○－○○○○）



様式第14号（第７条関係）

(A) (B) (C) (A)-(B)-(C) 事業着手 事業完了 　月　日までの

交付決定額 既受領額 今回請求額 残　額 予　　定 進捗率（見込）

円 円 円 円 年 月 日 年 月 日 ％

　（注）進捗率は、概算払い請求時点を記入する。

 魅力の林業つくり隊育成事業 請求内訳書

備　考

※ 魅力の林業つくり隊育成事業


